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元 10月 地域支援部から名称を「顧客支援部」に変更�
2 4月 業務部と事務統括部を統合し、名称を「業務統括部」�に変更
10月 大高支店森の里出張所を大高支店へ統合

3 4月 初の女性支店長誕生�
4 6月 第8代理事長に本多�英明�就任�
10月 スタートアップ支援拠点として「なごのキャンパス」�に窓口を設置

6 12月 スタートアップ支援拠点として「STATION�Ai」に窓口を設置

令　和

元 ５月 第4代理事長に横山立身�就任
2 ６月 名古屋市名東区に「猪子石支店」を開設
4 ６月「貯蓄預金」「スーパー積金」の取扱い開始
5 10月「愛信・研修センター」「職員住宅」堀田ビルに開設�
10月「あいしん倶楽部」発足、「年金友の会」スタート

平　成

昭　和

信用金庫法施行規則に基づく開示項目一覧沿　革

本誌は信用金庫法第89条（銀行法第21条準用）に基づいて作成したディスクロージャー誌です。
信用金庫法施行規則における各項目は、以下のページに記載しております。

26 1月 名古屋市中区に「愛知商工信用組合」を設立�
初代理事長に元名古屋市長�佐藤正俊�就任

27 １月「信用金庫法」施行に伴い「愛知信用金庫」に改組�
２月 名古屋市西区に「菊井支店」を開設�
８月 本店を現在の中区錦三丁目へ移転

28 ４月 名古屋市熱田区に「金山支店」を開設�
10月 中小企業金融公庫の代理業務取扱い開始

29 １月 名古屋市千種区に「大久手支店」を開設�
11月 名古屋市中村区に「中村支店」を開設

31 ２月 第2代理事長に田坂修�就任
32 ４月 名古屋市税収納事務取扱い開始
33 11月 名古屋市瑞穂区に「堀田支店」を開設
34 ９月 伊勢湾台風により金山支店と堀田支店の取引先等に被害�
12月 住宅金融公庫代理業務取扱い開始

35 ４月 信金中央金庫の代理業務取扱い開始�
11月 名古屋市中区に「西大須支店」を開設

36 ５月 第3代理事長に荒木省三�就任
37 11月 名古屋市北区に「黒川支店」を開設
39 ３月 名古屋市熱田区に「六番町支店」を開設�
10月 本店建物の増改築

42 ９月 名古屋市西区に「山田支店」を開設
44 12月 名古屋市天白区に「天白支店」を開設
45 ９月 コンピューターを導入し「事務センター」を開設
46 12月 日本銀行と当座預金取引開始し歳入代理店の指定を受ける
47 ６月 名古屋市緑区に「大高支店」を開設�

９月 第一次オンライン・システム稼働
50 ３月 豊明市に「豊明支店」を開設�

３月 第二次オンライン・システム稼働
51 10月 海部郡七宝町に「七宝支店」を開設
56 ６月 名古屋市中川区に「中川支店」を開設
57 12月 名古屋市天白区に「島田支店」を開設
58 ５月 公共債の売買業務取扱い開始�

11月 名古屋市天白区に「植田支店」を開設
59 ６月 カードローンの取扱い開始�
12月 豊明市に「桶狭間支店」を開設

60 ４月 国民生活金融公庫の代理業務取扱い開始�
10月 名古屋市緑区に「森の里出張所」を開設

61 10月 名古屋市港区に「港支店」を開設
63 ９月 預金量1,000億円突破

8 ５月 新オンライン・システム稼働
9 ７月 関連会社「あいしんビジネス㈱」設立�
11月 日進市に「日進支店」を開設

10 11月「第1回あいしん経済講演会」を開催
12 ２月 店外ATMを名古屋駅「JRセントラルタワーズ」内に共同設置�

３月 デビットカードの取扱い開始�
９月 東海豪雨により山田支店2日間臨時休業

13 １月 創立50周年　3,000万円を中日新聞社会事業団へ寄付�
７月 損害保険の窓口販売の取扱い開始�
12月 2005年日本国際博覧会（愛知万博）に100万円寄付

14 ３月 山田支店が新築オープン�
12月 堀田支店がリニューアルオープン

15 ２月 生命保険（個人年金）の窓口販売の取扱い開始�
6月 大久手支店がリニューアルオープン�
9月 新端末機「ＮＡＶＩ」導入

16 12月 預金量2,000億円突破
17 9月 55周年記念懸賞付き定期預金を発売
18 6月 第5代理事長に山田直己�就任
19 10月 オンラインシステムを東海地区信金共同事務センターへ移行
20 7月「信金バックオフィスセンター」が設立され、利用を開始
12月 中川支店がリニューアルオープン

22 1月 インターネットバンキングの取扱い開始
3月 あいしんキャラクター「あいちゃん・しんくん」が誕生
4月 印鑑照会システム導入
6月 第6代理事長に鍵谷憲一�就任

23 4月 5金庫共同企画　東日本大震災　寄付定期「絆」を発売
25 2月 電子記録債権取扱い開始

4月 あいしんローンセンター開設（日進支店内）
26 4月 中村支店が新築オープン（菊井支店と統合）

4月 事務センターを中村支店ビル内に移転
27 3月 黒川支店　新築移転オープン
10月 あいしんローンセンター開設（中村支店内）

28 7月「地域支援部」を設立
10月 渉外支援システム導入

29 6月 植田支店　新築移転オープン
第7代理事長に浦田�卓�就任

●単体ベースのディスクロージャー項目
（信用金庫法施行規則第132条における規定）
１．金庫の概況及び組織に関する事項
　イ�事業の組織�･･････････････････････････････････････････ 23
　ロ�理事及び監事の氏名及び役職名�････････････････････････ 23
　ハ�会計監査人の氏名又は名称�････････････････････････････ 26
　二�事務所の名称及び所在地�･･･････････････････････････55・56
２．金庫の主要な事業の内容�････････････････････････････････ 23
３．金庫の主要な事業に関する事項
　イ�直近の事業年度における事業の概況�･････････････････････ 3
　ロ�直近の5事業年度における主要な事業の状況
����（1）経常収益�････････････････････････････････････････････ 3
����（2）経常利益又は経常損失�････････････････････････････････ 3
����（3）当期純利益又は当期純損失�････････････････････････････ 3
����（4）出資総額及び出資総口数�･･････････････････････････････ 3
����（5）純資産額�････････････････････････････････････････････ 3
����（6）総資産額�････････････････････････････････････････････ 3
����（7）預金積金残高�････････････････････････････････････････ 3
����（8）貸出金残高�･･････････････････････････････････････････ 3
����（9）有価証券残高�････････････････････････････････････････ 3
����（10）単体自己資本比率�･･････････････････････････････････ 3
����（11）出資に対する配当金�･････････････････････････････････ 3
����（12）職員数�････････････････････････････････････････････ 3
　ハ�直近の2事業年度における事業の状況
　�●主要な業務の状況を示す指標
����ⓐ業務粗利益、業務粗利益率、業務純益、実質業務純益、コア業務純益�
����　及びコア業務純益（投資信託解約損益を除く。）�･･････････････ 29
����ⓑ資金運用収支、役務取引等収支及びその他業務収支�･･･････ 29
����ⓒ資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、�
�������利息、利回り及び資金利鞘�･････････････････････････････ 29
����ⓓ受取利息及び支払利息の増減�･･････････････････････････ 29
����ⓔ総資産経常利益率�････････････････････････････････････ 29
����ⓕ総資産当期純利益率�･･････････････････････････････････ 29
����●預金に関する指標
����ⓐ流動性預金、定期性預金、その他の預金の平均残高�････････ 30
����ⓑ固定金利定期預金、変動金利定期預金��
�������及びその他の区分ごとの定期預金の残高�････････････････ 30
����●貸出金等に関する指標
����ⓐ手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形の平均残高�････ 31
����ⓑ固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残高�････････ 31
����ⓒ担保の種類別の貸出金残高及び債務保証見返額�･･････････ 32
����ⓓ使途別の貸出金残高�･･････････････････････････････････ 31
����ⓔ業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合�･･････ 31
����ⓕ預貸率の期末値及び期中平均値�････････････････････････ 32
����●有価証券に関する指標
����ⓐ有価証券の種類別の残存期間別の残高�･･････････････････ 33
����ⓑ有価証券の種類別の平均残高�･･････････････････････････ 33
����ⓒ預証率の期末値及び期中平均値�････････････････････････ 33
４．金庫の事業の運営に関する事項
���イ�リスク管理の体制�･････････････････････････････････････ 12
���ロ�法令遵守の体制�･･････････････････････････････････････ 11
���ハ�中小企業の経営の改善及び��
�������地域の活性化のための取組みの状況�･･･････････････････ 7・8
���ニ�金融ADR制度への対応････････････････････････････････ 13
５．金庫の直近の2事業年度における財産の状況に関する次に掲げる事項
���イ�貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書��
�������又は損失金処理計算書�･････････････････････････････25・26

���ロ�金庫の有する債権のうち次に掲げるものの額及び（１）から（４）��
�������までに掲げるものの合計額
����（1）破綻更生債及びこれらに準ずる債権�････････････････････ 10
����（2）危険債権�･･･････････････････････････････････････････ 10
����（3）三月以上延滞債権（貸出金のみ）�･･･････････････････････ 10
����（4）貸出条件緩和債権（貸出金のみ）�･･･････････････････････ 10
����（５）正常債権�･･･････････････････････････････････････････ 10
���ハ�自己資本の充実の状況�････････････････････････････････ 36
���ニ�次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、��
�������時価及び評価損益
����（1）有価証券�･･･････････････････････････････････････････ 33
����（2）金銭の信託�･････････････････････････････････････････ 33
����（3）規則第102条第1項第5号に掲げる取引（デリバティブ等取引）�･･･ 33
���ホ�貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額�････････････････ 32
　ヘ�貸出金償却の額�･･････････････････････････････････････ 32
　�ト�会計監査人の監査を受けている旨�･･････････････････････ 26
６．報酬等に関する事項･････････････････････････････････････ 30

●連結ベースのディスクロージャー項目
（信用金庫法施行規則第133条等における規定）
１．金庫及びその子会社等の概況に関する次に掲げる事項
���イ�金庫及びその子会社等の主要な事業の内容��
�������及び組織の構成�･･････････････････････････････････････ 44
���ロ�金庫の子会社等に関する事項
����（1）名称�･･･････････････････････････････････････････････ 44
����（2）主たる営業所又は事務所の所在地�･････････････････････ 44
����（3）資本金又は出資金�･･･････････････････････････････････ 44
����（4）事業の内容�･････････････････････････････････････････ 44
����（5）設立年月日�･････････････････････････････････････････ 44
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